
改訂医学教育モデル圃コア・カリキュラムの考え方

1 基本理念と背景

Oキャッチフレーズ「多様なニーズに対応できる医師の養成」

今回の改訂は、「多様なニーズ、に対応で、きる医師の養成Jを目指して取りまとめた。

これは、国際的な公衆衛生や医療制度の変遷を鑑み、国民から求められる倫理観、医療安

全、チーム医療、地域包括ケアシステム、健康長寿社会などのニーズに対応できる実践的臨

床能力を有する医師を養成することを意識したものである。

そもそも医師は、住民の求めに応じた医療や在るべき医療を志向すべきものであり、仮に

臨床医とならない場合で、あっても、その基盤となる研究や行政等の立場での社会貢献を志向

すべきである。

また、同様にこれらの視点から、医学教育及び医療行政が両輪として医学生や医師を支え

るべきものである。

これを教育面から具現化するために、従来進めてきた学修成果基盤型教育（卒業時到達目

標から、それを達成するようにカリキュラムを含む教育全体をデザイン、作成、文書化する

教育法（outcome・based education <OBE＞））を骨組みとし、学生が卒業時までに修得して身

に付けておくべき実践的能力を明確にして、客観的に評価できるよう示した。これは、モデ

ル・コア・カリキュラムが、単なる修得すべき知識のリストではなく、修得した知識や技能

を組み立てられる医師にし1かに育成していくかに重点が移行してきたことを、本改訂におい

て明確にしたことを意味する。

0社会の変遷への対応

また、前回改訂以降、我が国においては社会保障と税の一体改革や、高等教育における様々

な改革が進んできた。これに伴い、社会の中での医療の位置付けや患者の動きに伴う医療費

と財源との関係、限られた医療資源の有効活用について理解する必要がある。さらに、国際

化や情報化が一層進展する社会において、卒前段階からの他国の学生との交流・交換や、卒

後の国際保健・医療・研究における貢献や対応も医師に対して求められる。これらのことは、

表層的な動きに対応することが医学教育の目的ではなく、今後も起こるであろう様々な変化

に対応できるような医師を養成することが目的であることを意味する。

0卒前・卒後の一貫性

なお、こうした将来の変化といったライフステージに視野を広げたことから、例えば実践

的能力でも医師として生涯をかけて獲得すべきものを意識した。さらに、全国医学部長病院

長会議(Associationof Japanese Medical Colleges <AJMC＞）が平成 28年 9月に公表した

「AJMC専門委員長会・医学教育委員会合同委員会 今後の医学教育改革方針Jを踏まえ、

卒前教育（共用試験や国際認証・医学教育分野別評価を含む）、国家試験、臨床研修、生涯教

育、さらには現在検討中の新たな専門医の仕組みゃ社会医学系専門医も将来的な選択肢の－



っとしてなり得る中で一貫性について関係機関等と協議を行い、卒前から卒後までのシーム

レスな教育を見据えて改訂を行ったことを付言するとともに、関係各位に謝意を表する。今

後もA品在C、医療系大学問共用試験実施評価機構（CommonAchievement Tests Organization 

<CATO＞）、文部科学省、厚生労働省、日本医師会等の関係諸団体で医学教育のグランドデザ

インのあるべき姿を検討し構築する取組を更に進められたい。

0医学園歯学における「基本的な資質周能力」の共有

今後、医師以外の各職種においても、モデル・コア・カリキュラム等の策定や改訂が行わ

れると想定されるが、チーム医療等の推進の観点から、例えば本改訂において歯学教育との

間で「求められる基本的な資質・能力Jにおいて試みたように、医療人として共有すべき価

値観を共通で盛り込むなど、卒前教育の段階でより整合性のとれた内容となることが重要と

考えられる。このため、文部科学省におかれては積極的な調整を図られたい。

こうした医療人における卒前段階の水平的な協調を進めることは、上記の卒前・卒後の一

貫性のある教育に基づく垂直的な協調と合わせ、我が国の医学・医療に対する国民の期待に

応えるものである。

2 大学教育における位置付け

0モデル E コア・カリキュラムの整理

モデル・コア・カリキュラムは、各大学が策定する「カリキュラム」のうち、全大学で共通

して取り組むべき「コアJの部分を抽出し、「モデルj として体系的に整理したものである。

このため、従来どおり、各大学における具体的な医学教育は、学修時間数の3分の2程度を

目安にモデル・コア・カリキュラムを参考とし、授業科目等の設定、教育手法や履修順序等

残りの3分の 1程度の内容は各大学が自主的に編成するものとする。

この際、卒前の研究室配属などの学生時代から医学研究への志向を酒養する教育や、医療

関係者以外の方の声を聴くなどの授業方法の工夫など、各大学において特色ある取組や授業

内容の改善に加え、これらの実現に向けた教（職）員の教育能力の向上を進めることが望まれ

る。

こうした取組の実行可能性を高めるために、基本的にはモデル・コア・カリキュラムをス

リム化する方向で整理をしたが、併せて、医学や医療の進歩に伴う知識や技能について、全

てを卒前教育において修得することを目指すものではなく、生涯をかけて修得していくこと

を前提に、卒前教育で行うべきものを精査する必要があることも強調しておく。

0教材等の開発・共有

また、より効果的かっ効率的な医学教育方法の確立に向けて、学会等において具体の教育

手法や教材、ガイドライン等の開発・策定や共有が進むととを求めることとしたので、大学

の垣根を越えてこうした取組を進められたい。なお、これは大学の教育の自主性を奪うもの

ではなく、人材を含め限られた教育資源の有効活用の観点であることを付言する。
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0診療参加型臨床実習

さらに、臨床実習については、今後、国際的な水準確保のために更なる充実が求められる。
＼」へ

したがって、参加する学生の適性と質を保証し、患者の安全とプライパシー保護に十分配慮

した上で、診療参加型臨床実習や、その導入のための早期の体験や実習について今まで以上

に工夫することを望むとともに、医師会、病院団体や地域医療対策協議会等の行政を含む関

係機関との連携を期待したい。

03つのポリシ一

一方で、大学全体としては、本年4月に卒業認定・学位授与、教育課程編成・実施及び入

学者受入れの3つの方針（ディプロマ・カリキュラム・アドミッションの各ポリシー）を一

貫性あるものとして策定し、公表することが義務付けられた。医学部としては、世界医学教

育連盟（WorldFederation for Medical Education <WFME＞）のグローパルスタンダードに沿

った教育を目指した日本医学教育評価機構（JapanAccreditation Council for Medical 

Education <JACME＞）による医学教育分野別評価基準があることから、各大学において最終

的に策定されるカリキュラムについては、これらとの整合性が図られることを強く求める。

0医学生に求めたいこと

今回の改訂の主眼である「多様なニーズに対応で、きるJということを達成するためには、

医学・医療の概念を幅広く捉えることが求められる。

例えば、今日の医師に求められる役割のーっとして、予防医療がある。すなわち、医療全

体を考えるに当たっては、病気の診断や治療だけではなく病気の背景を考え、また運動や栄

養・食育の重要性についても認識することが必要である。また、幅広な視野を持つという観

点では、患者一人一人がそれぞれに社会生活を営んでおり、在宅医療を含め医療現場で目に

するのは患者の生活の一場面に過ぎないということを認識することも重要である。これらを

意識しながら臨床実習をはじめとする学修に臨めば、より有意義な成果が得られるととだろ

ワ。

「多様なニーズ、に対応で、きるj ということは、これから起こる多様な求めや変化に応える

という受動的な側面だけでなく、医師として多様なキャリアパスが形成でき、多様なチャン

スがあるということも意味する。実際に、現在の医師の約95%は臨床に従事しているが、 5%

は基礎医学や社会医学に加え、法医学や矯正医療、検疫といった社会機能維持、保健所を含

む行政、学校保健や他領域も含めた教育といった多様な領域に進んでいる。また、臨床医で

あっても日々の診療だけでなく、市民向け講座や政策検討、国際保健・医療に参画するなど

多様な社会貢献を果たしている。これらのことは、卒業段階での選択だけではなく、卒後も

様々な段階で多様な選択肢があることを付言する。

また、多様な選択肢の中から自身の進む道を選んだ後においても、医学的関心を幅広く持

つことは終生求められる。例えば、臨床医になっても診療を行う上でリサーチマインドを絶

えず意識し、あるいは研究医になっても新たな医学的発見を目指す上で常に臨床現場を意識
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することを努力し続けることが求められる。また、異なる立場や場面を意識したり、他の選

択肢を選んだ医師と連携したりすることを求められることは容易に想像できる。さらには、

医師の間だけで関係性を築くのではなく、医学・医療に関わる多くの人々と積極的に関係を

築き、自らも社会の一員として関心を持ち関与することも、「多様なニーズに対応で、きるJと

いう目的の達成のためには必要不可欠なことであろう。

最後に、学聞は先人の積み重ねの上に成り立つものであることから、入学した最初の授業

から学問の尊さを感じ取り、また、生命は太古の昔からの生活の営みが紡ぎ出すものである

ことから、臨床体験・実習や解剖学実習では生命の厳かさや生と死の意味するものを感じ取

りながら、学修に臨まれたい。また、医学生の学修環境は、大学の教職員だけではなく、国

民や学外の医学教育関係者など多くの方々の協力の上に成り立っていることを忘れてはなら

ない。そのため、自己を理解し、様々な人の支えによって医学を学ぶ機会が得られたことへ

の感謝と敬意の念を持ち、学修の成果を社会に還元するとともに地域のリーダーの役割を担

い、更に次世代における医学や医療の発展につなぐために、生涯にわたって精進されたい。

そして何より、一人の社会人として高い倫理観と教養を持つことを強く求める。

0医学教育に携わる各関係者にお願いしたいこと

医学教育とりわけ臨床実習は今後、今まで以上に地域医療（地域完結・循環型医療）や地

域包括ケアシステムを意識した内容になるため、地域の医療機関等には在宅医療や各種保健

も含め各大学の実習に協力いただければ幸いである。

また、卒後の医療現場では、チーム医療や多職種連携の観点から、医療系に限らず、また

資格系職種に限らず、多くの職種との協働が求められる。このため、卒前段階からこれらを

意識した教育が実施できるよう、様々な形で協力いただきたい。

なお、教育に当たっては、上記「医学生に求めたいこと」で示した内容についても考慮い

ただければ幸いである。

3.国民への周知や協力の依頼

上記「医学生に求めたいことjでも述べたとおり、診療参加型臨床実習の実施に当たっては、

患者として関わる国民の理解が必要不可欠である。実習における患者からの同意については、

本書「G 臨床実習」に収録されている「参考例：診療参加型臨床実習実施ガイドライン」でも

示しているが、診療参加型臨床実習への国民の協力を広く請うために、各大学で工夫して次の

「国民の皆様へのお願しリ文面例を利用するなどして、医学教育の必要性と重要性について周

知を図ることが望ましい。また、リーフレット、パンフレット、ポスターの作成などを通じて、

文部科学省、厚生労働省も国民が診療参加型臨床実習について理解し参加協力いただけるよう

取り組まれたい。
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「国民の皆様へのお願しリ文面例

国民の皆様へのお願い

医療では、患者さんご自身やご家族の参画が欠かせません。大学を含めた様々な医療

関係者がその一助となるような努力をしています。こうした中、平成26年の医療法改正

で、地域医療への理解や適切な医療機関選択・受診といった国民の責務が規定されまし

た。医療がそうであるように、医学教育においても国民の皆さまの参画やご協力が不可

欠であり、臨床実習を筆頭に、様々な形で患者、要介護者に直接触れることが必須となり

ます。また、病気にならないために予防に取り組むことも重要であるため、健康なうちか

ら医学教育にご協力いただくこともあります。

現在、全ての大学で、

－臨床実習は指導者の監督下で実施します。

・モデル・コア・カリキュラム※に基づく体系的な医学教育を実施しています。

－国家試験に準じた知識の客観評価試験及び臨床能力の実技試験※※を合格した学生

のみが「スチューデ、ントドクターJなどの呼び名で臨床実習に参加しています。

といった改善努力を行っていることをご理解ください。

また、ご協力いただくことにより、国民の皆様により良い医療や医学・医療の進歩とい

った形で「お返し」できるものですので、大学病院等で医学生を一緒に育ててくださいま

すよう、ご協力をお願いします。

※ 各医学部・医科大学で行われる医学教育のうち、学修時間数の約3分の2を目安とした内容・分量

について体系的に整理された全国共通のカリキュラムです。

※※原則として第三者機関である医療系大学問共用試験実施評価機構（CATO）が、知識を問うコンピ

シーピーティー

ュータによる試験（Computer-BasedTesting: C B T）と模擬患者さんのご協力を得て技能や態

オスキー

度を評価する試験（ObjectiveStructured Clinical Examination: OSCE）を実施しています。
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